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4/19 第 26 回産業競争力会議議事録 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

（開催要領） 

1．開催日時：2016年 4月 19日（火） 17:25～18:05 

2．場  所：官邸４階大会議室 

3．出席者： 

議  長  安倍 晋三 内閣総理大臣 

議長代理  麻生 太郎 副総理 

副議長    石原 伸晃 経済再生担当大臣兼内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 

同         林  幹雄 経済産業大臣 

議員   馳  浩  文部科学大臣 

同      島尻安伊子 内閣府特命担当大臣（科学技術政策） 

同      河野 太郎 内閣府特命担当大臣（規制改革） 

同      加藤 勝信 一億総活躍担当大臣 

同      石破  茂  地方創生担当大臣 

同      塩崎 恭久 厚生労働大臣 

同      高市 早苗 総務大臣 

同      森山  裕  農林水産大臣 

同      田所 嘉德 法務大臣政務官 
同      津島  淳  国土交通大臣政務官 

同     金丸 恭文 フューチャー株式会社代表取締役会長兼社長 グループ CEO 

同      小林 喜光 株式会社三菱ケミカルホールディングス取締役会長 

同      小室 淑恵 株式会社ワーク・ライフバランス代表取締役社長 

同     野原佐和子 株式会社イプシ・マーケティング代表取締役社長 

同      橋本 和仁 国立研究開発法人物質・材料研究機構理事長 

同      三木谷浩史 楽天株式会社代表取締役会長兼社長 

同      三村 明夫 新日鉄住金株式会社相談役名誉会長 

 

（議事次第） 

１．開会 

２．名目 GDP600兆円に向けた成長戦略 

３．イノベーション創出・チャレンジ精神に溢れる人材の創出 

４．閉会 

 

（配布資料） 

○名目 GDP600兆円に向けた成長戦略（次期「日本再興戦略」）【案】 

○文部科学大臣提出資料 

○三木谷議員提出資料 

○三村議員提出資料 

○総務大臣提出資料 

○文部科学大臣提出資料 

○農林水産大臣提出資料 

○国土交通大臣政務官提出資料 

○成長戦略プロジェクトに係る検討課題 

○文部科学大臣提出資料 
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（石原経済再生担当大臣） 
  ただいまより第26回「産業競争力会議」を開会いたします。本日は、三木谷議員は途

中で退席の予定でございます。菅官房長官、岡議員、竹中議員は御欠席です。では、早々

に議事に入らせていただきます。本日は、初めに、次期「日本再興戦略」の取りまとめ

に向け、これまでの議論をもとに名目GDP600兆円に向けた成長戦略について整理させ

ていただいたので、柳瀬事務局長代理補から説明をします。 
 
（柳瀬事務局長代理補） 
 それでは、お手元の資料１をご覧ください。上のところ、まず、アベノミクスの成長

戦略は今どこにいるのかということです。一番上の行ですが、これまでの長年の構造改

革のタブーに切り込んできました。電力・農業・医療での岩盤規制改革、国家戦略特区

です。また、６重苦という円高、高い法人税、TPP、これの解消の方向の道筋をつけま

した。現在、民間投資に向けた環境は整いつつありますが、まだ本格的な動きになって

いません。新たな課題は何かということです。 
  １つ目に、新たな有望成長市場をどうやってつくり出していくかです。大規模な内部

留保をどこに投資を向けていくかという戦略です。２つ目に、やはり人手不足にどう対

応するかという生産性の抜本的向上です。そして、これから大きく変わる産業構造を支

える人材が強化できるかということです。 
  左側のほうに、産業界から提案のあった官民一体的に戦略的にプロジェクトをつくっ

ていくということで、「官民戦略プロジェクト10」という御提案をさせていただいてい

ます。上のほうから、中核は第４次産業革命です。これはIoT、ビッグデータ、AI、ロ

ボットです。これで2020年に向けて付加価値を30兆円創造できるのではないかと考え

ており、自動走行、即時オーダーメード生産、スマート工場、FinTech、企業の枠・系

列の枠を超えたデータのプラットフォーム創出、そしてなによりも、中堅・中小企業が

一緒にその成果を共有できるようにということです。 
  それに世界最先端の健康立国ということで、保険外サービス、IoTを活用した個別化

医療、ロボットセンサーを活用した介護の負担軽減などです。 
  そのほかに、環境エネルギー、スポーツの成長産業化、リフォーム市場です。 
  また、ローカルアベノミクスということでサービス産業、これはトラック運送、旅館、

スーパーなどですが、そういったところの生産性向上です。農業、観光立国、2020年の

オリ・パラに向けた見える化プロジェクトということで、空港の民間運営といったよう

なPPP、PFIです。 
  そして、国内の消費マインドの喚起です。これで10個のプロジェクトの御提案です。 
  右のほうを見ていただき、規制・制度改革です。先ほど申した、電力・農業・医療、

法人税等、いろいろな改革をやってきましたが、さらに新しい改革のメカニズムを導入

すべきだという提案です。２つの御提案をさせていただきます。 
  １つは、第４次産業革命です。将来がなかなか見えないので、来年どうするというこ

とのボトムアップではなくて、将来の中期目標を設定して、その将来像からバックキャ

ストして、足元のロードマップをつくって、こういう改革、こういう技術開発をやって

いくという方式です。 
  もう一つは、事業者のほうから見れば、規制改革、規制緩和も行政手続の簡素化もIT
化も、どれでもいいから行政手続のコストを削減してくれということですので、最近、

イギリス、オランダなどで導入が進んでいる事業者目線で規制・行政手続コストを削減

するという新たな手法を導入してはどうかということです。 
  次の右の真ん中の箱、イノベーション、人材です。イノベーション、ベンチャーの創
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出ということで、産学連携ということで企業から大学への投資の３倍増、国内外のトッ

プ人材を集めた世界的な研究拠点を５カ所つくっていく、人工知能研究開発の司令塔設

置などを御提案しています。 
  その次の塊ですが、多面的アプローチの人材育成ということで、初等中等教育でのプ

ログラミング教育の必修化、習熟度に応じたITを活用した学習です。その下ですが、世

界最速級の「日本版高度外国人グリーンカード」ということを御提案しています。 
 
（石原経済再生担当大臣） 
  ありがとうございました。次に、先週の官民対話において、総理から、世界最高水準

のICT教育を目指した人材育成教育施策をまとめるよう御指示がありました。これを踏

まえて、馳文科大臣から、「第４次産業革命に向けた人材育成総合イニシアチブ」の御

提案をいただいているので、御説明をいただきたいと思います。 
 
（馳文部科学大臣） 
 資料２をお開きいただきたいと思います。ピラミッド型になっているので、下のほう

から説明させていただきます。 
  初等中等教育では、情報活用能力の育成・教育環境の整備を行います。特に発達の段

階に即したプログラミング教育の必修化を図ります。 
  高等教育においては、全学的な数理・情報教育の強化を行います。そのために、数理・

情報教育研究センターの設置などをします。また、関係学部、大学院の強化を行います。 
  一番上のトップレベル人材の育成においては、理研のAIPセンターにおける世界トッ

プレベルの研究者を引きつけて、育成します。また、ビッグデータを戦略的に利活用す

るための国際研究拠点の形成をして、総合的に人材育成に取り組んでいきます。以上で

す。 
 
（石原経済再生担当大臣） 
  ありがとうございます。それでは、民間議員の皆様から御意見をいただきたいと思い

ます。御発言のある方はネームプレートをお立てください。どうぞ一番最初に、三木谷

議員、お願いいたします。 
 
（三木谷議員） 
 それでは、資料３の７ページから簡単に御説明させていただきたいと思います。 

  まず、新しい経済に向けた環境整備が必要だと思っています。とりわけシェアリング

エコノミーです。ホームシェアですが、今は日本独自のルール、つまり日本だけ管理事

業者を置かなくてはいけないというような形で動いていると聞いています。日本独自の

新しい利権が生まれるような形はやめていただきたいです。ライドシェアについても自

動運転へのステップ、車を保有するというところから、トランスポーテーション・アズ・

ア・サービスと言われているが、車をシェアするサービス、オンデマンドと変わってき

つつあるので、日本でも真剣に検討しないと大変なことになるのではないかと思ってい

ます。 
  FinTechに関しては、ペイメント大国を目指すべく、大口の支払いについては電子化

を義務化する等の検討をしてほしいと思っています。 
  ４番目、IT原則ですが、IT利活用を基本法として制定してほしいということでお願い

していますが、なかなか制定されていないので、このIT利活用の基本法をぜひ制定して

いただきたいと思っています。 
  ８ページです。東京をシリコンバレーにしようという話ですが、いろいろな意味で盛
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り上がってきているのですが、法人税は引き下げの方向にある一方で、世界からタレン

トを集めようとすると、個人の所得課税の累進課税が日本は高いです。本当にベスト・

アンド・ブライテスト、天才を引っ張ってこよう、あるいは天才経営者を引っ張ってこ

ようとすると、最高税率を少なくとも50％以下にしなければなりません。それでも相続

税が50％くらいあるから、税率は78％くらいだと私は言っているのですが、個人の最高

税率の見直しを考えてほしいと思っています。また、国際化を進めるという意味におい

ても、導入された出国税も見直していただきたいと思っています。 
  ９ページ、３．のところです。アメリカではファミリーファウンデーションといわれ

るゲイツ財団、ザッカーバーグ財団などがあり、そこから大体25兆円のお金が毎年、研

究開発等に向かっています。日本は公益法人法が極めて硬直的なために、実際には7,000
億円だけしか回っていません。今までのお金のめぐり方と違う形で、日本でもファミリ

ーファウンデーション的な財団を認めるようにすれば、多くの財団が生まれてくるであ

ろうということで、弾力的に運用できるような制度を考えていただきたいです。 
 最後に観光立国ですが、色々な場所の色々なイニシアチブでやっていただいているの

ですが、政府CMOを設置していただいて、総括的に日本のブランディングというもの

を推進するべきではないかと考えています。 
 
（石原経済再生担当大臣） 
  ありがとうございました。続きまして、三村会頭、どうぞ。 
 
（三村議員） 
 資料４をご覧ください。今回、新再興戦略ということですが、旧再興戦略に示された

とおり、日本の最大の課題は、潜在成長率が0.5％を下回る現実を直視して、強力なサプ

ライサイド政策を、腰を据えて粘り強く断行することであると思います。 
  本日示された政策案には、IoT等の先端技術を世界先端技術へ深化させることや、観

光、スポーツ、文化等々の新たな成長市場を切り開くための国内資本蓄積、さらには、

人手不足や長時間労働に悩む中小企業の生産性向上につながるものが多く、この点は高

く評価したいと思います。 
  各論について、３つ申し上げたいと思います。まず、観光産業についてです。この資

料の（１）の下のところに書いてあるように、2015～2020年に訪日観光客4,000万人が

実現すると、国内旅行消費額が20兆円から21兆円、訪日外国人旅行消費額が３兆円から

８兆円ということで、実に29兆円の産業になります。右側に、参考として製造品の出荷

額が書いてありますが、29兆円の産業というのは、実は自動車に次ぐ最大の産業になる

ということです。しかも、23兆円が29兆円であるから、伸び率が５年間で30％弱という

ことで、このことを踏まえて、やらなければいけません。 
  したがって、そのためには、コンテンツの充実も非常に大事ですが、これは何とかな

るのではないかと思います。課題は、受け入れ体制の大幅な整備が必要であることだと

思っています。ハード面での宿泊施設や交通インフラの整備、ソフト面では旅行業法の

規制緩和、いわゆるサプライサイドの対策を前倒しして加速する必要があります。 
  ２点目は、資料の（２）の生産性向上です。今回、中堅・中小企業の生産性向上に向

けて、ITコーディネータ等による１万社支援、あるいはロボット導入支援が初めて打ち

出されたことは非常に感謝しています。ただ、施策の具体化に当たっては、中小企業は

350万社を超える数があるので、１万社にこだわらず、これをさらに継続して、持続性

のある仕組みをぜひ構築していただきたいと思っています。 
  さらに一つ、資料（２）の右側のところに書いてあるように、外国人の日本でのビジ

ネス阻害要因のトップは、行政手続・許認可が複雑であることにあり、そのために投資
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拡大・生産性向上が阻害されているということです。したがって、規制緩和や行政手続

きの効率化を思い切った定量目標を定めて計画的にやるべきです。これは、外国企業の

投資を呼び込む以上に国内企業は日々この事態に接しているわけで、競争力向上に直接

的な効果があります。政府の強いリーダーシップでぜひとも強力に進めていただきたい

と思っています。 
  ３点目は、消費の拡大についてです。資料左下（３）の左側に書いてありますけれど

も、今、消費が低迷しているのは何故かという原因を、やはりもう少し体系的に分析す

る必要があるのではないかと思います。その１つがここに書いてあるように、消費マイ

ンド調査では特に50代、60代の消費マインドが悪化していますが、その主な原因は、老

後の生活に対する不安です。 
  いま一つ、賃金と社会保険料負担の伸びを見てみると、社会保険料は賃金比例でふえ

ていくものですが、平成２１年度比122％ということで、賃金以上に伸びており、これ

が家計を圧迫しているということも言えるのではないだろうかと思っています。もしそ

うであるならば、このマインド転換には、高齢者を年齢だけで区別せずに所得や資産に

応じた負担割合に改めて、世代間における「負担の適正な分配」を軸にした社会保障改

革を断行することが必要なのではないかと考えます。改革によって生まれた財源という

のは、若い世代が安心して結婚し、子供を生み、育てられる環境整備のための恒久的な

財源に思い切って振り向けることで、一刻も早く少子化の流れを変え、国民の将来不安

を払拭する必要があるのではないだろうかと、このように思っています。 
 最後に、直接関係はないですが、中小企業で問題になっているのは、１つは人手不足

であり、それと同時に、事業承継です。資料（４）のところに書いてあるように、小規

模事業者でも中規模企業でも、経営者が若ければ若いほど、事業拡大意欲が強く、歳を

とれば歳をとるほど、それが低くなるということです。したがって、円滑な事業承継を

進められるかどうかというのは、日本経済にとっても非常に大きな点ではないだろうか

と思っています。そのため、ここに書いているように、M＆A支援とか税制の見直し、

その他いろいろな手段があると思っていますので、これについても成長戦略としてよろ

しくお願いしたいです。 
 
（石原経済再生担当大臣） 
  ありがとうございました。次は、小室議員、よろしくお願いいたします。 
 
（小室議員） 
 昨年度の日本の女性の就業率は１ポイント上昇して71.8％になりました。OECDから

は、女性の就労を促す政府の政策はかなり成功を収めていると評価されています。 
  本日のテーマ、名目GDP600兆円の達成ですが、ゴールドマンサックスによると、日

本の女性就労率が欧米並みになるだけでGDPは16％増加と言われています。単純計算

だと80兆円ということになります。 
  今年に入って、女性就労率増加の動きには加速を感じています。４月に施行される女

性活躍推進法の効果はもちろん大きいのですが、一番大きいのは一億総活躍会議での発

信、一億総活躍対話会での総理の御発言は非常に女性たちに響いていると思っています。

仕事も育児も両立できる社会になってきたというような両立マインドの喚起というも

のが日に日に高まっているように感じます。ある新聞の女性記者と話をしていても、代

休がとれるようになったと言っていて、非常に驚きました。報道では、春になると、ど

うしても待機児童の問題ばかりが強く取り上げられるのですが、企業現場にコンサルに

入っている立場では、企業側が両立をサポートするマインドというのは非常に醸成され

てきているということを感じています。だからこそ、残るハードルは長時間労働の是正
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だと思っています。 
  長時間労働の是正に本格的に取り組んだ民営化10年目のかんぽ生命さんですが、

25％残業削減ができて、浮いた経費を社員に還元するということをやっています。業績

も非常に向上しています。 
  JTBグループさんですが、４年間コンサルをさせていただいて、残業減、業績向上と

いうことはもちろんなのですが、企業内の出生率が1.66倍に上がったということが起き

ました。女性管理職比率も37％を達しています。 
  来年2017年ですが、団塊世代の一斉70代ということで、育児よりも介護の両立の問

題が大きくなります。そこを乗り切るには、こま切れ人材、こま切れの時間でしか働け

ない潜在労働力を全て使っていく体制づくりが必要で、そのために実際に今、正社員に

労動時間に上限キャップをはめたというような企業さんがあります。その結果、非正規

社員を正社員に転換して活用するという流れも出てきています。また、時間当たりの生

産性を競わせるという仕組みを徹底してつくった企業では、同一労働・同一賃金という

ような実現に近づいてきています。 
  また、私の問題意識としては、日本に留学した学生が日本企業に就職しない大きな要

因が日本社会の長時間労働でもあると思っています。 
  ということで、対策は２点です。１点は、労働時間の上限設定について期限を決めて、

しっかり取り組んでいくことが重要と考えています。法改正も急がれますが、まずは女

性活躍「見える化」サイトに36協定の上限時間を何時間で設定しているのかを表示する

ことを義務づけるだけでも、人材を奪い合う時代ですので、企業には大きなインパクト

をもたらすと考えています。 
  ２点目、コンサル現場を見ていると、行政とおつき合いがある企業さんは非常に長時

間労働になっており、民間企業の負担が大きいと感じています。今回の資料にも事業者

の行政手続コスト削減に向けた規制行政手続見直しといただいていますが、これは極め

て重要です。 
  この２点なのですが、事務的に詰めていくボトムアップでは全く進まないと感じてい

ます。できない理屈ばかりが出てくるという形であるので、ぜひトップによる具体的な

目標と期限設定をしていただき、政府トップレベル発の思い切った取組をお願いしたい

と思っています。 
 
（石原経済再生担当大臣） 
  ありがとうございました。続きまして、橋本議員、お願いいたします。 
 
（橋本議員） 
  まず、第４次産業革命に関してです。資料１には、企業組織の枠を超えたデータ利活

用プラットフォームの創出が明記されています。これはサイバー空間とフィジカルな技

術の融合による超スマート社会、Society5.0の実現において、かぎになる一つです。そ

こで世界をリードするデータプラットフォームをつくることが必要ですが、そのポイン

トは、いかに多くの良質なデータを集めることができるかです。私の所属している物質・

材料研究機構では、日本の強みの一つであるナノテクや材料に関するデータプラットフ

ォームを作るべく、内閣府や文科省のプロジェクトを実施しています。産業界もデータ

プラットフォームの重要性は認識しており、注目度は高く、データを集めることの重要

性も認識してくれています。 
  しかし、データを実際に集めようとすると、自社の持っているデータの提供に関して

は極めて慎重と見受けられます。集められたデータへアクセスはしたいけれども、自分

たちのデータを出すことは極力控えたいとの態度と言わざるを得ません。もちろん情報
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の公開範囲などは産業界と十分に意見交換をしながら決定していくつもりなのですが、

現場の担当者レベルでは、なかなかこれまでの情報の取り扱いのレベルを超えることが

できないようです。これは多分、ナノテクとか材料といった分野のデータに限られるこ

とではなく、今後、データプラットフォームの構築の際、多くの分野において直面する

問題と思われます。今、ここには産業界のリーダーの方々が数多くおられます。データ

駆動型社会では、これまでの戦略を超えた形でデータの共有化が重要で、それをもとに

した上でクローズドな競争を行うことが肝要かと思います。ぜひとも産業界各社におか

れては、これまでの概念を超えた新たな研究開発戦略を立てることの必要性を認識し、

トップダウンで現場に指示を出していただきたいと思います。 
  次に、農業改革です。私はここしばらく、三村主査のもとで農業の実行実現点検会合

に参加し、農業問題の複雑さ、改革の困難さを知らされてきました。しかし、一方で、

果敢に新たな試みをしている人たちのことも知ることができました。例えば、世界のベ

ストソースから商品を調達し、ローコストな農業生産資材を提供し、さらに営農指導や

６次産業の支援までを行いながら成長を続けているホームセンターです。あるいは大学

の工学部を卒業し、大手商社から脱サラして、情報と物流を結合させた新しい農産物プ

ラットフォームを作ることにより、都会のスーパーの中に農産物直売所を展開するとい

った事業を立ち上げた40代のベンチャー起業家たちです。このような農家の周りにでき

つつある新たな取組は極めて魅力的で、感動的でさえありました。ぜひ国家として、こ

のように果敢に新しい取り組みをする人たちを応援し、さらに広く世間に知らしめるこ

とで、農業改革を推し進めるための重要なツールとして位置づけていただきたいと思い

ます。 
  最後に、簡単にイノベーション創出に関してです。先週行われた官民対話において、

総理から、企業から大学・研究開発法人への投資の３倍増、世界的研究拠点５カ所の創

出、地域と世界の架け橋プラットフォーム創出など、さまざまな施策が示されました。

まさに産業界、学術界、官界が一致して、イノベーションナショナルシステムの実現に

向けて動き出す、その時期となりました。総合科学技術イノベーション会議におかれて

は、ぜひ司令塔として関係各省をリードし、異次元の産学連携が進むよう、また、競争

的研究費改革が進展するよう、島尻大臣の強い指導力にお願いしたいところです。 
 
（石原経済再生担当大臣） 
  ありがとうございました。では、野原議員、よろしくお願いいたします。 
 
（野原議員）  

私からは３点申し上げたいと思います。 
  まず１点目は、人材育成についてです。AI、ロボットなどの技術進化、普及により、

雇用のあり方、職務のあり方が大きく変化していきます。ハイエンド人材だけではなく、

ボリュームゾーンとかローエンドの人材に必要な能力スキルも大きく変わってきます。

必要なのは、情報スキルやプログラミング、英語だけではなくて、さまざまな情報から

状況を把握し、論理的に思考し、創造的な課題解決ができる力を育むことだと思います。

これはアクティブラーニング等でもとられていることですが、さらにコミュニケーショ

ン能力の向上もとても重要になってくると考えます。日本で生まれる毎年100万人ほど

の子供が全員、初中等教育を受けると考えると、この初中等教育のカリキュラムをしっ

かりと見直し、将来社会に適合させることは非常に重要ではないかと思います。しっか

りと強いメッセージを出していただき、進めていただければと思います。 
  ２点目ですが、外国人材の活用について。世界中で優秀な人材は取り合いで、優秀な

外国人材から見て、ほかの国よりもよい条件、環境をつくるということが必要になりま
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す。高度人材については戦略的に幅広く積極的に受け入れることが必要で、まず、その

第一歩として、日本に必要な起業家、投資家、AIの分野などに貢献する人材に対しては

スピーディーに永住を許可し、日本版高度外国人材グリーンカードなどとして広報をす

るなど、思い切った施策が必要だと思います。一方で、移民政策との批判の向きもある

ようですが、高度人材に絞って永住申請までの期間を短縮するといったような優遇策は、

移民の受け入れとは別問題だと思います。人材面で閉鎖的というイメージの強い日本が

開いたという強力なメッセージを出し、優秀な外国人材を引っ張ってくるということが

重要だと思います。ぜひトップダウンで積極的に進めていただきたいと思います。 
  ３点目ですが、他の民間議員もおっしゃったので、簡単に申し上げたいと思いますが、

事業者目線での規制・行政手続コストの削減というのが今回、資料１に挙げられていま

す。これは国内の事業者だけではなく、海外との競争力の点でも、あるいは新産業創出

やイノベーション創出の観点からも、生産性向上の点からも非常に重要だと思います。

トップダウンで具体的な目標やKPI値設定をして、しっかりと進めていただきたいと思

います。 
 
（石原経済再生担当大臣） 
  ありがとうございました。小林議員、お願いいたします。 
（小林議員） 
 グローバルな第４次産業革命や日本のSociety5.0、これはまさに「筋肉から頭脳へ」

のシフトと端的に表現されると思います。この潮流を先導して、先進的で生産性の高い

社会を築き上げ、まさに国家百年の計として、持続可能な形で引き継いでいくという大

きなビジョンの中で成長戦略を語るべきだと思います。 
  日本では、相対的に事業の新陳代謝や合従連衡が極めて少ないわけですが、その原因

としては、労働移動の硬直性に加え、むしろ経営者の心の内なる岩盤、これがやはり非

常に大きいです。政府が時代に合わない規制の改革を進めると同時に、先ほど橋本議員

も言われていましたが、民間も硬直的な自前主義なり、卑小な秘密主義なりを打破する

必要が大いにあるのではないかと思っています。 
成長戦略も版を重ね、なすべきKPIは十分に明確化されたわけですので、あとは着実

に実行して、民間も含めて、PDCAサイクルをしっかり回すという段階だと認識してい

ます。 
 
（石原経済再生担当大臣） 
  ありがとうございました。金丸議員、お待たせをいたしました。 
 
（金丸議員） 
 ありがとうございます。全体の認識として、我々はGDP600兆円を一つのマイルスト

ーンにしているわけですが、その先を考えたときも我々に足りていないのは、サイバー

上に大きな経済圏が新たにできたにもかかわらず、リアルの社会にこだわり続けている

から、我々は新しいGDPを足し合わせることができていないのだと思います。それを足

し合わせるために何が足りないかと言うと、発想の転換にまだ経営者が追いついていな

いということです。 
  今、我々が手にしているスマートフォンとかPCにはCPUというのがありますが、あ

のCPUにはトランジスタが10億個も内蔵されています。つい20年くらい前、私が会社

をつくったころは数十万のトランジスタしか入っていなかったのが、今は10億個も入っ

ています。世界の人たちは企業も人も、その10億個が入っているCPU上に自分のアイデ

アをデジタルで実装します。そのことによって、国が栄えたり、企業が栄えているので
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すが、この発想が我々は足りていません。今回この成長戦略では、そういうことが盛り

込まれていくのだろうと思っています。 
  そのためには２つあって、長期的には、今回取り上げていただけることになりました

が、特に欧州なども熱心ですが、小学校、中学校、未来の国をけん引してくれる子供た

ちに長期的にはもう手を施していて、プログラミング教育を義務教育化しています。そ

ういう意味では、今回、日本でもそういうことを取り上げていただけるということにな

ったので、これは大いに長期的には我々はカバーできると思います。 
  短期的には、高度人材を今回この成長戦略では世界最速級の日本版高度外国人材グリ

ーンカードというようなものを積極的に御検討いただくことになったと聞いています

が、これは短期的には人材を世界から連れてきて、我々の富の創造とかイノベーション

の創出に貢献いただくという点において、長期的、短期的に両方がすごく重要だと思っ

ています。 
  また、これは先週の官民対話で小林議員がおっしゃったのですが、規制改革に関して、

あるいは行政手続のコストの削減とか、世界で一番ビジネスがしやすい国にしようとい

うかけ声があったのですが、今日のこのペーパーの表現だと、事業者目線での規制・行

政手続コストの削減等で、「等」で何するのという、その最後が足りていません。これ

はいわゆる業務改革であり、業務改革というのは、どなたかがリーダーシップを発揮し

ていただいて、しかも横串で行わなければいけないので、古い業法の横に新しく生まれ

るサイバーの経済圏の法律を加えていくという発想ではだめであり、ぜひここについて

は達成目標とか時期についても、明確にしていただけると、このGDP600兆円をはるか

に超えるような世界に一気に行けるのではないかと思います。以上でございます。 
 
（石原経済再生担当大臣） 

今までの御意見を受けて、閣僚の方から御発言があれば、お願いしたいです。では、

林経産大臣から。 
 

（林経済産業大臣） 
 第４次産業革命で、産業構造、求められる人材、スキルも変わっていくと思います。

こうした変化を提示することで、産業政策、雇用労働政策、教育人材政策の一体的な推

進に貢献したいと思います。 
  こういう観点から、馳大臣から話があったように、初等中等段階からの人材育成が急

務であり、産業界と連携してコンテンツ開発や教員を支援する民間人材の確保に取り組

んでいきます。あわせて、IT分野など成長分野で高度外国人材の獲得も重要です。世界

の獲得競争で一歩先を行けるような大胆な取組を期待します。 
  昨日、経済成長とCO2排出抑制を両立するエネルギー革新戦略を取りまとめました。

これに沿って、省エネ、再エネ、資源などのエネルギー関連投資を拡大するための具体

的な取組を積極的に展開していきたいです。 
（石原経済再生担当大臣） 

ありがとうございました。島尻大臣、お願いいたします。 
 
（島尻内閣府特命担当大臣（科学技術政策）） 
 成長戦略を強力に加速するために、来月をめどに、まず、科学技術イノベーション総

合戦略2016、世界最先端IT国家創造宣言、さらに知的財産推進計画2016を取りまとめ

て、IoT、AI、ビッグデータ、ロボットなどをフルに活用できる環境をつくり、Society5.0
の社会づくりを強力に推進していきたいです。 
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（石原経済再生担当大臣） 
ありがとうございました。引き続きまして、河野規制改革担当大臣、お願いいたしま

す。 
 
（河野内閣府特命担当大臣（規制改革）） 
 生産性革命は非常に大事だと思っています。規制・行政手続のコストを削減します。

これは明確な数値目標を立てて、実効性のあることをやらなければいかぬと思っている

ので、今、事務局で海外の事例などを研究中です。民間の議員の皆様の中で具体的な数

値その他があれば、ぜひ共有をして、目標を立ててやってまいります。 
  また、小室議員からお話のあった霞が関の働き方改革は、今、小室座長のもとで作業

を進めていただいているので、これはしっかり実現してまいります。 
 
（石原経済再生担当大臣） 

ありがとうございました。森山農林水産大臣、お願いいたします。 
 
（森山農林水産大臣） 
 資料８を御参照ください。名目GDP600兆円の達成のためには、地域の基幹産業であ

る農林水産業の成長産業化は必要不可欠であると考えています。このため、米政策の見

直しなどの農政改革を引き続き進めるとともに、TPP対策を着実に講じていきます。 
  この中で、担い手への農地集積、農地の大区画化、セルロースナノファイバーの活用

やICTやAIなどの技術開発等を進め、担い手の育成と体質強化を図るとともに、輸出促

進や６次産業化の推進、インバウンドの戦略的展開などにより、中山間地域を含めた産

地の収益力強化を図り、生産者の所得向上の実現を図りたいと考えています。 
 
（石原経済再生担当大臣） 

ありがとうございました。馳文科大臣、お願いいたします。 
 
（馳文部科学大臣） 
 資料６をご覧ください。我が国スポーツ産業の活性化に向けてです。 

  世界各国では、スポーツ産業は成長産業として大きく伸びている中、我が国のスポー

ツ産業はじり貧の傾向にあります。2020年のオリ・パラ東京大会を契機に、スポーツ産

業の活性化を目指していきたいと思っています。 
  ３のところをご覧いください。具体的には、収益の上がるスタジアム・アリーナの建

設・改修、複合施設化です。２番目として、競技団体等のコンテンツホルダーの経営力

強化です。例えば甲子園など、もっとやりようによっては稼いでいけるコンテンツとな

ると考えています。３点目は、スポーツ経営人材の育成・確保であり、スポーツマーケ

ティング、スポーツマネジメントを考えています。４点目として、他産業との融合等に

よる新しい市場の創出であり、ゲーム、ファッション、IT、観光、介護、健康、食品な

どとの融合を検討しています。 
  以上に取り組み、一億総スポーツ社会の実現に向けて取り組んでいきたいです。 
 
（塩崎厚生労働大臣） 
  GDP600兆円の実現のため、厚生労働省としても、例えば、厚生労働省と地域金融機関

等とのコラボによる、中小企業の生産性向上支援や、データ分析を行う民間企業と連携

した保険者によるデータヘルスの強化、バイオなど医療系ベンチャー企業の振興、規制

のハーモナイゼーションを通じた医療機器の輸出促進、ゲノム医療の推進、医療・介護
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の ICTの標準化や、ロボット等の開発加速などを進めて行きます。さらに、薬剤耐性感

染症に対する新薬開発の促進策を検討するなど、グローバル市場の獲得と国際社会全体

の課題解決を図っていくことも、我々の使命だと考えています。 

 

（高市総務大臣） 
  本日の議題であるGDP600兆円に向けて、先日の官民対話における総理指示を踏まえ、 

総務省として、IoTによる第四次産業革命の実現に全力で貢献してまいります。 

  「オープン・イノベーション」について、「人工知能技術戦略会議」の下で、脳科学の

知見を活用した次世代の AI 研究を産学官の叡智を結集して推進するとともに G7 情報

通信大臣会合で「AI開発原則」を提唱し、AI分野で世界をリードする取組を進めます。 

「データの利活用」について、健康医療・農林水産業・観光といった生活に身近で、

地方創生につながる分野の IoTを重点的に進めることにより、国際競争力の強化などの

課題を解決します。そのため、規制改革や国際標準化など、必要となるルール整備につ

いても、検討してまいります。 

また、世界最高水準の ICT人材の育成に向けて、馳大臣・林大臣と連携し、クラウド

活用･Wi-Fi 整備･全国キャラバンなどの支援を通じて、プログラミング教育をはじめ、

産学官連携での取組を推進します。 

 

（津島国土交通大臣政務官） 

国土交通省としても、経済界からの要望も踏まえ、「生産性革命」に省を挙げて取り

組んでいます。 
  例えば、道路の渋滞をビックデータを活用してピンポイントで解消する取組など「社

会のベース」の生産性を向上させるプロジェクト、全工程にICTを導入して建設現場の

生産性を向上させるi-Constructionなど「産業別」の生産性向上プロジェクト、訪日観

光客の受入環境を整備しつつ、観光産業の競争力を強化して基幹産業とする取組などの

プロジェクトを新たな成長戦略として、GDP600兆円実現に向けて取り組みます。 
 

（石原経済再生担当大臣） 
まことに恐縮でございますが、本日の議論はここまでとさせていただきたいと思いま

す。最後に安倍総理から御発言をいただきます。ここでプレスが入ります。それでは、

総理、お願いいたします。 
 
（安倍内閣総理大臣） 

日本企業の国際競争上の足かせとなっていた、いわゆる『六重苦』は、電力小売市場

の全面自由化などの岩盤規制改革や法人実効税率の引下げの進展によって、大きく改善

しています。しかし、民間の動きは力強さを欠いています。第２ステージの成長戦略の

挑戦は、有望成長市場の開拓、生産性革命、人材強化です。 
本日、『ＧＤＰ６００兆円』に向けて、官民挙げて新たな有望成長市場を開拓する『官

民戦略プロジェクト１０』を提示しました。 
日本には、ＩＴやロボットに慣れ親しんだ若い世代がいます。第四次産業革命の大波

は、若者に『社会を変え、世界で活躍する』チャンスを与えるものです。 
既存の枠組みを果敢に転換して社会課題を解決するビジネスを生み出し、国際競争に

勝てるか。これまでの延長線上で、海外のプラットフォームの下請けとなって、じり貧

になるのか。今が、若者の未来を左右する分岐点です。 
改革を加速する、新たな仕組みを導入します。いつまでにどのような技術を社会に実
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装したいのか、そこから逆算して具体的な制度改革の工程を設計する『ロードマップ方

式』を導入します。 
事業者目線で、行政コストを抜本的に削減する。このため、規制改革・行政手続の簡

素化・ＩＴ化を一体的に進めます。 
日本の若者には、第四次産業革命の時代を生き抜き、主導していってほしい。このた

め、初等中等教育からプログラミング教育を必修化します。一人一人の習熟度に合わせ

て学習を支援できるようＩＴを徹底活用します。 
第四次産業革命を担う優秀な人材を海外から呼び込みたいと思います。このため、永

住権取得までの在留期間を世界最短とします。『日本版高度外国人材グリーンカード』

を導入します。 
新たな成長戦略は、日本の若者に無限の可能性を切り開くものでなければなりません。

本日の議論も踏まえ、斬新な発想で取りまとめていきたいと思います。 
 
（石原経済再生担当大臣） 

ありがとうございました。プレスの方は、ここで御退出をお願い申し上げます。それ

では、以上をもちまして、本日の会議を終了させていただきます。ありがとうございま

した。 
 

（以 上） 


